
自然公園法の一部改正について

１．国会における審議状況等

本法制定までの経緯は以下のとおり。

平成１４年 ２月１５日 閣議決定

２月１８日 国会提出

４月 ２日 参議院環境委員会で審議・採決

４月 ３日 参議院本会議にて可決

４月１２日 衆議院環境委員会で審議・採決

４月１６日 衆議院本会議にて可決・成立

４月２４日 公布

２．概要

自然公園法の一部を改正する法律は、自然公園における生物の多様性の確保を図るた

め、特別地域等における行為規制を追加するとともに、利用調整地区、風景地保護協定

及び公園管理団体の各制度を整備したものであり、概要は以下のとおり。

（１）国及び地方公共団体の責務として、国及び地方公共団体は、自然公園における生

。物の多様性が確保されるよう必要な措置を講じなければならない旨を明らかにした

（２）国立公園又は国定公園の特別地域等において環境大臣又は都道府県知事の許可を

要する行為として、土石等の環境大臣が指定する物の集積、貴重な昆虫類等の環境

大臣が指定する動物の捕獲、貴重な湿原等の環境大臣が指定する区域への立入り等

を追加した。

（３）国立公園又は国定公園の風致又は景観の維持とその適正な利用を図るため、利用

調整地区を指定し、当該地区に立ち入るには環境大臣又は都道府県知事の認定等を

要することとし、それにより利用者数の調整を図るとともに、認定に関して必要な

規定を置いた。

（４）環境大臣、地方公共団体又は公園管理団体が土地所有者等と風景地保護協定を締

結して、自然の風景地の管理を土地所有者等に代わって行うことができることとし

た。また、環境大臣又は都道府県知事が、この協定に基づく自然の風景地の管理業

務等を行う公園管理団体として民間団体等を指定する制度を整備した。

（５）中止命令、承継者に対する原状回復命令、環境大臣等による原状回復を規定し、

違法行為に対する是正措置の強化を図った。

（６）このほか、都道府県立自然公園についても、これらの制度を条例で定めることが

できることとする等所要の規定の整備を図った。
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３．附帯決議

本法の成立に当たり衆参両院において以下のような附帯決議が付された。

（１）自然環境保全の法体系の見直し

新「生物多様性国家戦略」の実効性を確保するため、本法を含めた自然環境保全の法体系の見直し

について検討を行うこと （参議院、衆議院）。

（２）利用調整地区の積極的活用

自然公園における生態系を保全し、持続的な利用が図られるよう、利用調整地区制度を積極的に活

用すること （参議院）。

（３）公園管理団体に対する支援の拡充

自然公園内の里地里山の保全及び再生に向けて、風景地保護協定及び公園管理団体制度が的確に機

能するよう、ＮＧＯ、土地所有者等との連携を強化するとともに、財政支援を含めた支援策の拡充を

図ること （衆議院、同趣旨参議院）。

（４）適切な移入種対策

自然公園内の生態系に著しく悪影響を及ぼすおそれのある種の個体を外部から持ち込むことを制限

するなど、適切な移入種対策を講じること （参議院、衆議院）。

（５）適切な過剰利用対策

自然公園の安全で快適な利用と保全を図るために、登山道の荒廃や山岳トイレの整備の遅れなどへ

の対策を進めるとともに、過剰利用への適切な対策を検討すること （衆議院、同趣旨参議院）。

（６）公園計画の定期的点検とＮＧＯ等の参画

公園計画の策定に当たっては、関係行政機関のみならず地域住民、ＮＧＯ等の意見も十分反映させ

るようにするとともに、計画の定期的な点検が行われるようにすること （衆議院、同趣旨参議院）。

（７）公園事業実施における環境保全

自然再生事業等公園計画事業の実施に当たっては、生態系等環境の保全に万全を期すこと （参議。

院）

（８）科学的知見の集積の充実

自然公園の有する多様な価値を客観的に把握するため、モニタリング等による自然公園に係る調査

研究を推進し、自然公園の管理及び運営の基盤となる科学的知見の集積の充実に努めること （参議。

院、同趣旨衆議院）

（９）環境教育の推進と適切な情報提供

自然公園における環境教育及び環境学習の推進を図るとともに、利用者に対する適切な情報提供に

努めること （参議院、同趣旨衆議院）。

（10）人員及び予算の充実

自然公園が生物多様性保全の重要な場と位置付けられたことを踏まえ、公園管理に係る人員及び予

算の一層の充実に努めること （参議院、同趣旨衆議院）。

（11）公共事業との調整における自然環境への十分な配慮

自然公園内における公共事業との調整に当たっては、自然公園が生物多様性の保全の重要な場と位

置付けられたことを踏まえ、自然環境への影響に十分配慮されるよう留意すること （衆議院）。


